
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源

構 成 比

4,364,347 28.61 4,364,347 51.37
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 111,188 0.73 111,188 1.31 2,927,768 2,686,384 29.24

19,296 1,699 12,829 10,953 0.07 10,953 0.13 1,840,693 1,832,758 19.95

17,201 8.7% 65.8% 57,145 0.37 57,145 0.67 911,311 911,311 9.93
1,438 12,417 36,117 0.24 36,117 0.42 1,841,886 1,841,886 20.05
8.0% 68.9% 425,879 2.79 425,879 5.01 1,838,081 1,838,081 20.01

8,422 0.06 8,422 0.10 3,805 3,805 0.04

12,773 0.08 12,773 0.15 5,680,965 5,439,581 59.22

4,172,072 27.35 3,414,313 40.19 1,385,989 1,111,005 12.09

3,414,313 22.38 3,414,313 40.19 33,396 33,396 0.36

757,759 4.97 889,336 577,460 6.29

9,198,896 60.30 8,441,137 99.35 1,405,843 1,344,639 14.64

7,181 0.05 7,181 0.08

264,839 1.74 170,000 8,506,081 92.60

249,553 1.64 12,400 0.15

39,000 0.26 395,718

2,543,791 16.67 21,524 92.6 ％

31,668 0.21 31,668 0.37 395,610

1,008,327 6.61 43,739

5,334 0.03 1,655 0.02 349,030

14,587 0.10 2,841 100.1 ％

53,444 0.35

94,740 0.62

168,191 1.10 2,216 0.03 108 12.8 ％

1,573,900 10.32

689,600 4.52 13.6 ％

15,253,451 100.00 8,496,257 100.00 9,961,247

決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
×100/75

決 算 額 構 成 比 一般財源等

1,943,551 44.53 104.4 1,860,842 198,667 1.32 198,667

1,570,626 35.99 100.1 1,593,466 1,580,323 10.47 1,255,165

311,707 372,925 8.54 127.4 267,376 6,533,260 43.29 3,134,918

336,647 1,464,948 9.71 1,070,658

250,611 2,008,715 46.03 99.7 1,964,979 18,834 0.12 13,878

280,757 115,387 2.64 102.4 98,295 198,027 1.31 139,517

305,454 296,694 6.80 96.9 293,864 55,196 0.37 39,668

989,960 6.55 575,939

520,238 3.45 344,396

1,409,173 9.34 1,137,299

1,608 0.01 108

1,911,451 12.67 1,841,886

209,148 1.39 209,148

・

(千円) 53,757 4,364,347 100.00 101.6 4,217,980 15,090,833 100.00 9,961,247
(千円) 281,846 現年課税分 滞納繰越分 合 計
(世帯) 5,784
(人) 9,731
(円) 176,658
(円) 105,003
(円) 326,170

621,035

4,497

7,199,786

指定団体等の状況指数等区分

(A) 15,148,700

(C) 94,740

(B)

実 質 収 支 比 率

1

実質公債費比率

歳 入 総 額

1,571,636

548,537
14.2

3

積 立 金 現 在 高

歳 入 歳 出 差 引 額
(A)-(B)

2 歳 出 総 額 15,053,960

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 45,037

7

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E)

6 単 年 度 収 支 (F)

積 立 金 (G)

し尿処理関係
11,243

636,932 187,369 債 務 負 担行 為額 2,305,282

地 方 債 現 在 高

平成24年4月1日

普 通 会 計

3.63

100.00

18,000

175,184

15,897

60,741

人 件 費

0.7

－

661,000

15,969,405

事務の共同処理の状況

32,824

1,608

1,573,244

19,241

3,045,266

1,935,411

3,335,871

8,292,588

特 別 交 付 税

加 入 世 帯 数

平成26年4月1日

0.22

合 計

労 働 費

市 町 村 民 税

区   分

合 計

34

6.53

19,126

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J)

171,629

民 生 費

議 会 費

0.13

一 人 当
支 給 月 額

94,759

11,446

平成27年 4月
給料支給総額

95.0%

娯楽施設利用税

法 人 分 60,741

衛 生 費

合 計1.40/100固 定 資 産 税

経常収支比率

起債制限比率

減税補てん債及び臨時
財政対策債を除いた場
合の経常収支比率

9 積 立 金 取 崩 額 (I)

合 計

0.30

9.68

10.88

0.12

1,462,660

44,804

1,641,687

984,732

経常収支
比 率

経常一般
財 源

小 松 島 市
一般財源等
（税等）

Ⅰ － ２
歳 入

区 分
地 方 税

決 算 額

減収補てん債特例分

54.96

12.47

10.43

20.18

1,911,451

1,907,646

3,805

単 独

区 分

総 務 費

15,090,833

臨時財政対策債

超過課税分
収入額

3,785,473

普通建設事業費

地 方 交 付 税 1,882,666

地 方 債

0.01

10.42

0.13

元 利 償 還 金

使 用 料

一時借入金利子

補 助

物 件 費

小 計

普 通 交 付 税

産 業 構 造類 型

徳 島 県

1.16

地方消費税交付金

軽油,自動車取得税交付金

23.1%

8

消 防 職 員

15,253,451

平成26年度

な し

就
業
人
口

△3.56%

住民基本台帳人口

平成25年度

39,866人

職 員 数

区 分

増 加 率

国 調

45.30

平成26年3月31日

22 年
40,333人

財 政 力 指 数

標 準 財 政 規 模

個 人 分

性 質 別 歳 出
県 名

Ⅰ － １

区 分
構成比

種地区分市町村名

配当割交 付金

公 債 費

612,836

人口密度

昭和35年以降の合併状況

10,388

4,511

49,703

101,672

収 益 事 業収 入額

15,090,833

公 債 費 比 率

教 育 公 務 員

304

10

(H)繰 上 償 還 金

一 般 職 員 等

区 分

一 般 職 員

うち技能労務職

公共下水道事業

普 通 会 計
からの繰入

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名

無

無

20,633

国 民 健 康
保 険 事 業

介護保険事業

職 員 数

9,281

1,364

281,846無 53,757

216,193

359

無

平 成 17 年

平 成 26 年 度

16

8

－

18

37

△ 98,884

有

合 計

人 口 （ 人 ）

40,614

162,618

区分

面 積 ( ｋ ㎡ )

45.2342,115

平成27年3月31日

平 成 22 年
国
調

市 長

教 育 長

703,000

特 別 職 等

区 分

副 市 長

792,000

一人当り平均給料月額改定実施年月日

109,658

平成26年4月1日

平成26年4月1日

平成24年4月1日

議 会 議 長

法 適
の

有 無
収 支 額

209,148

議 会 副 議 長

収 入 役

897

4,963

25.5%国 調

新産都市、広域市町村圏
基 準 財 政需 要額

931

基 準 財 政収 入額
昭和46年指定

利子割交 付金

4,151

小 計

17 年

60,946

東部地方拠点都市地域

平成5年指定
0.52

8,970,449

第 二 次

　　那賀川湛水防除

手 数 料

国 庫 支 出 金
国有提供施設等所在市町村助成交付金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

地方特例交付金

株式等譲渡所得割交付金

　　市町村税滞納整理
1,902,364

合 計

寄 付 金 県営事業負担金
同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

う ち 人 件 費

諸 収 入

繰 入 金

失業対策事業費

う ち 職 員 給

繰 越 金

　　後期高齢者医療

財 産 収 入

災 害 復 旧 費

12.83

地 方 譲 与 税

投 資 的 経 費

投資・出資・貸付金

前年度繰上充用金

維 持 補 修 費

扶 助 費

分担金・負担金

22.11

補 助 費 等

議 会 議 員 391,000

水 利 地 益 税

繰 出 金

積 立 金

12.67

12.64

0.03

都 市 計 画 税

自 動 車 事 業

水 道 事 業

15 472,000

417,000有

△ 114,856 平成24年4月1日

18,340

特別土地保有税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

電 気 税

市 た ば こ 税

農 林 水 産 費

商 工 費

法定外普 通税

目 的 税

入 湯 税

土 木 費

消 防 費

教 育 費

諸 支 出 金

79,081

宅 地 開 発 税

合 計

共 同 施 設 税

災 害 復 旧 費

公 債 費

区 分

97.9%

前年度繰上充用金

市 町 村 民 税

92.2%

67.2%98.7%市町村民税

特別区調整納付金

適 用 税 率 の 状 況

法 人 分 97.8% 31.1%

39.1%

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

98.2%

被保険者一人当り保険税調定額
固定資産税

無

均等割：3,500円
所得割：標準税率に対する比率　1.0

収 支 額

4

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

被 保 険 者 数

均等割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：14.7/100

3

9

個 人 分

※歳入の地方消費税交付金のうち、社会保障財源交付金分73,337千円については、民生費の「社会福祉」分野で老人福祉施設入所者措置費に53,337千円、「社
会保険」分野で国民健康保険特別会計繰出金に10,000千円、衛生費の「保健衛生」分野でがん検診事業に10,000千円を充てている。

9,763 6
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国
保
会
計
の
状
況

競 輪 事 業

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

530,812


